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和解案提示理由書 

   頭書事件について，本和解案のうち，両当事者の主張に大きな隔たりが

ある精神的損害に関する部分について仲介委員が本和解案を提示した理由は

以下のとおりである。 

１ 原子力損害賠償紛争審査会の平成２３年８月５日付け「東京電力株式会社

福島第一，第二原子力発電所事故による原子力損害の範囲の判定等に関する中

間指針」第３「政府による避難等の指示等に係る損害について」，６「精神的

損害」（指針）Ⅰ）及びⅢ）は，対象区域から実際に避難した上引き続き同区

域外滞在を長期間余儀なくされた者が，自宅以外での生活を長期間余儀なくさ

れ，正常な日常生活の維持・継続が長期間にわたり著しく阻害されたために生

じた精神的苦痛（通常の範囲の生活費の増加を含む。）について，その損害額

の算定に当たり，本件事故発生から６ヶ月間につき，１人月額１０万円（但し，

避難所等における避難生活等を余儀なくされた者については，当該期間につき

１人月額１２万円）を目安とする旨を示している。 

２ 本件申立人Ｘ１は，被申立人に対し，上記中間指針で示す目安額（以下「目

安額」という）を超える月額金３５万円の精神的損害の，申立人Ｘ２は，身体

障害により避難生活において健常者よりも大きな苦痛を強いられたとして，月

額３５万円を２割増額した月額金４２万円の精神的損害の賠償をそれぞれ請

求している。これに対し，被申立人は，申立人らに対し，申立人Ｘ１に対して

は目安額の，申立人Ｘ２に対しては目安額を２割増額した額の支払義務がある

ことは認めている。 

３ 本和解仲介手続においては，本件事故の被害者である申立人らの早期救済

を図るため，被申立人からの申立人らに対する賠償金の支払いが，可及的速や

かに，現実に行われることが強く求められる。そこで，仲介委員は，被申立人

が支払義務を認めている目安額（○号事件については身体障害の個別事情によ

り目安額に２割加算した金額）を，被申立人が申立人らに対し，和解成立後早

期に支払うことを内容とする和解（一部和解）を成立させることが適切妥当で

あると考えるものである。 

４ 上記１の損害（ただし,期間は本和解案記載の期間とする。以下同じ。）に

ついての本和解案は，被申立人が支払義務を認めている上記３記載の範囲の賠

償についてのみ提示するものであるから，①上記１の損害のうち目安額を超え

る額についての被申立人の賠償義務の存否およびその額は，本和解案の対象外

である。同じく，②上記１の損害以外の精神的損害についての被申立人の賠償

義務の存否およびその額も，本和解案の対象外である。従って，本和解案は，

申立人らが被申立人に対し①②の賠償を請求することを妨げるものではない。 
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